別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：児童保護費
	事業名: 病児・病後児保育事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
健康福祉部　子ども家庭課　子育て支援担当　電話番号：058-272-1111（内2629）

　　E-mail：mailto:c11217@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：41,260千円（前年度予算額：34,542千円）

	事業内容


	１　事業の内容


保護者が就労している場合等において、子どもが病気の際に自宅での保育が困難な場合がある。こうした保育需要に対応するため、病院・保育所等において病気の児童を一時的に保育するほか、保育中に体調不良となった児童への緊急対応等を行うことで、安心して子育てが出来る環境を整備し、もって児童の福祉の向上を図ることを目的とする。
（１）事業類型

①病児対応型　　　

・事業内容：児童が病気の「回復期に至らない場合」であり、かつ当面症状の急変が認められ

ない場合において、当該児童を病院・保育所等に付設された専用スペースで一時

的に保育する事業

　　　・補助基準額：基本分（定額補助）2,400千円＋加算分（利用児童数に応じた実績補助）
・補助率：国１／３、県１／３、市町村１／３

②病後児対応型

　　・事業内容：児童が病気の「回復期」であり、かつ集団保育が困難な場合において病院・保育

所等に付設された専用スペースで一時的に保育する事業

・補助基準額：基本分（定額補助）2,000千円＋加算分（利用児童数に応じた実績補助）
・補助率：国１／３、県１／３、市町村１／３

（２）加算：低所得者減免分加算（病児対応型・病後児対応型）
ア　生活保護法による被保護者世帯
　　　・事業内容：生活保護法による被保護者世帯に対し、病児・病後児保育室の利用料減免分を
行った場合に補助金額を加算する。

・補助基準額：5,000円×年間延べ利用人員

・補助率：国１／３、県１／３、市町村１／３

イ　市区町村民税非課税世帯

・事業内容：市区町村民税非課税世帯による被保護者世帯に対し、病児・病後児保育室の利用
料減免を行った場合に補助金額を加算する。

・補助基準額：2,500円×年間延べ利用人員

・補助率：国１／３、県１／３、市町村１／３

（３）普及定着化促進費(Ｈ２３年度新規事業)
　・事業内容：事業開始に伴う備品購入等経費等事業開始年度固有にかかる経費を補助する。
・補助基準額：事業開始年度限り1か所当たり年額　500,000円（ただし、事業期間が6か月
未満の施設にあっては、250,000円。）

・補助率：国１／３、県１／３、市町村１／３
	２　所要経費


（１）病児対応型  
   　 実施市町村数　　９市町　利用見込者数　1,919人　 要補助額　31,454千円
（２）病後児対応型
 実施市町村数　　４市町　利用見込者数　  520人　 要補助額　 9,660千円
（３）低所得者減免分加算（生活保護法による被保護者世帯）
   　 実施市町村数　　　１市　利用見込者数   　５人　  要補助額      ６千円
（４）低所得者減免分加算（市区町村民税非課税世帯）
   　 実施市町村数　　２市町　利用見込者数　   30人　 要補助額　    50千円
（５）普及定着化促進費　２町　　　　　　　　　　　     要補助額 　  90千円
所用経費：（１）+（２）+（３）+（４）+（５）＝ 41,260千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
　　１　子どもを生み育てやすい地域をつくる

・病児・病後児保育の充実を支援する。
　　
	２　これまでの取組状況


　管内市町村に対し、当該補助事業及び安心こども基金の活用事業の活用事例を示して病児・病後児保育事業の実施を奨励するとともに、庁内に設置した「病児・病後児保育研究会」において今後の事業展開についてその方策を検討し、事業実施市町村数の増を図った。
　また、財政事情等により当面、病児・病後児保育室の設置が困難な市町村については、他市町村との広域連携による事業の実施を働きかけることにより、より多くの子育て家庭が病児・病後児保育室を利用できる環境整備を促進した。
	３　これまでの取組に対する評価


　平成２１年度からは財政事情等により単独では当該事業を実施できない市町が、病児・病後児保育室を設置している他市町との広域連携により事業を実施したことから、「病児・病後児保育室の設置市町村数」は平成２２年９月１日現在で「１６市町１９か所」であるものの、当該事業の実施市町村数は平成２０年度末の病児・病後児保育事業実施市町村数「１１市町」と比較して「１６市町」増の「２７市町」となっている。
県民からのニーズが高い病児・病後児保育事業については、市町村もその必要性を認識しており、当該事業の実施市町村数は概ね順調に増加している。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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